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概 要 
２０１６年に世界の総人口は７４億人になり、第２次世界大戦終了以降に増加の一途を辿っている。特に近
年人口増加率を牽引するのは新興国や後進国であり、インドでは直近１０年間で人口が１億５千万人増加した。
このような人口が急増する新興国において、優れた医薬品や医療機器を普及させることは、先進国に集中する
医療メーカーにとって魅力的な事業機会だけでなく、社会的使命とも言える。 
そこで本論文では、人口増加が著しく巨大市場となっているインドに焦点を当てて、当該市場における主要
な医療機器メーカーの市場開拓戦略の解析を通して、新興国における先進医療の普及という社会的使命を達成
しながら、利益成長という企業の経済的使命を両立させているのかを明らかにした。これにより、これまで先
進国市場を中心に製品市場戦略を構築してきた全ての既存医療機器メーカーにとって、重大な経営戦略上の示
唆を獲得することが期待できる。 
インドの医療機器制度は世界標準と大きくかけ離れており、特定の医療機器以外の輸入に規制がないため、
インドの医療機器市場では大部分を海外製医療製品で占められている。しかし一般的な日本製医療製品は現地
の医療従事者にほとんど知られておらず、インドの医療機器市場で受け入れられておらず、海外医療機器メー
カーと日系メーカーとの間に戦略や経営上の格差があることは明らかである。日本とインドの医療機器市場で
は市場要望に顕著な差があり、製品機能、製造場所、販売価格などの違いを鑑みて市場商品戦略を検討する必
要がある。 
そこでインドの医療機器市場において、高い市場占有率を誇る海外医療機器メーカー３社をベンチマークと
して、市場商品戦略の定性およびデータ分析を行った。まず、定性分析を通してベンチマークメーカーが先進
国同様に高機能の商品を新興国向けに劇的に低コスト化を成功させていることを確認した。同時に、これらの
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メーカーでは現地医療機関との提携による売り上げの安定化や、強力なメンテナンスサービスで自社製品によ
る検査や手術の定着など、事業提携やサービス化などを駆使した戦略的な取り組みを通して収益力を確保して
いることが明らかになった。 
 さらにデータ分析により、ベンチマークメーカーは、非市場戦略を通してインドの医療機器制度の対象品目
から自社の主力製品を外すことによる規制回避や、市場戦略を通して新興国向けに開発された高度医療機器の
一部は先進国向けに輸出するなどリバースイノベーションが実際に活用されていることが明らかになった。 
 
 以上の分析を通して、海外医療機器メーカーが新興国で効果的に事業展開を行うためには、事業提携、サー
ビス化、非市場戦略あるいはリバースイノベーションを含む総合的な市場商品戦略を実施することが必要であ
ることが判明し、新興国市場開拓に出遅れている日系企業への重要な事業戦略上の示唆を獲得することができ
た。 
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第１章 はじめに 
第一節 研究の背景 
 ２０１６年に世界の総人口は７４億人になり、第２次世界大戦終了以降に増加の一途を
辿っている。近年人口増加率を牽引するのは新興国や後進国であり、特にインドでは直近
１０年間で人口が１億５千万人増加した。そのため２０１６年の人口について中国は１３
億８千万人に対して、インドは１３億３千万人であり、２０２０年にはインドは中国より
も人口が多くなると予想されている。本論文で用いる新興国は、２０００年代以降著しい
経済発展を遂げているブラジル、ロシア、インド、中国の４ヶ国と定義した。また先進国
は、医療市場が成熟しているアメリカ、カナダ、ドイツ、オランダ、イギリス、フランス、
イタリア、日本の８ヶ国と定義した。 
 先進国では医療市場が拡大するとともに、先進国の医療メーカーでは最先端技術を有す
る医療製品の開発が進んだ。医療機器の多くは医療従事者が患者の患部を治す道具であり、
一般的な消費財に比べて高い品質が求められる。そのため医療製品の品質が高まるととも
に、医療製品の価格が高くなった。新製品として品質が良い医療機器が開発されるたびに、
先進国の医療機関で医療製品を買い換えた結果、先進国では高品質で高価格の医療製品が
多数を占めるようになった。 
一方、新興国や後進国では人口増加が進んでいるが、衛生環境や国民の食生活が向上し
ておらず患者数が増えているため、医療機器のニーズは高まっている。しかし自国の医療
機器市場は未発達のため、医療機器を海外からの輸入に頼らざるを得ない問題がある。優
れた医薬品や医療機器を普及させることは、先進国に集中する医療メーカーにとって魅力
的な事業機会だけでなく、社会的使命とも言える。しかし新興国や後進国では経済的な観
点から、先進国向けに開発された医療製品を受け入れがたい。 
先進国の海外医療機器メーカーが新興国や後進国の市場へ参入するにあたり、現地市場
に対応する医療製品を開発することに加えて、医療機器特有のメンテナンスサービス体制
の構築等も検討する必要がある。本論文では、２０２０年には国民総人口が世界一になる
と予想されるインドに焦点をあてて、先進国の海外医療機器メーカーがインド市場へ参入
する戦略を調査研究することにした。 
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第二節 研究の目的 
第一項 研究の問題意識 
 ２０１３年に日本政府は医療機器開発を加速する規制・制度改革を閣議決定した。それ
以降、民間事業者と関係省庁が一体となって、日本から新興国や後進国への医療事業の国
際展開を推進している(1)。 
私が所属する日系メーカー・オリンパスでは現地の医療従事者への教育に注力する戦略
を取っており、２０１４年にはインドネシアに内視鏡トレーニングセンターを設立し、２
０１６年にはタイに内視鏡トレーニングセンターを設立した。しかし新興国や後進国へ派
遣する現地駐在員の数が少なく、インドをはじめとする新興国や後進国の医療従事者に、
高品質で高価格の日本製内視鏡を受け入れてもらえるとは思えなかった。 
日本との経済格差が大きい後進国では医療機器市場が小さいため、現地の医療従事者は
高価格の医療製品を購入できないことが容易に推測できる。しかし『人口が増加する新興
国の医療機器市場では現地の医療従事者に受け入れられている海外医療機器メーカーが存
在しており、日系メーカーとの違いはどこにあるだろうか？』という疑問を持った。そこ
で本研究では下記のリサーチクエスション（ＲＱ）を設定した。 
ＲＱ１：先進国と新興国の医療機器市場に、どのような違いがあるか？ 
ＲＱ２：先進国と新興国の医療機器市場では、市場戦略と非市場戦略の成功要因に、ど 
のような違いがあるのか？ 
ＲＱ３：新興国において医療機器の市場占有率を高くするために、先進国の海外医療機器
メーカーはどのようにビジネスモデルを変換しているか？ 
 
第二項 研究の目的と意義 
本研究の目的は、人口増加が著しく巨大市場となっているインドにおいて、当該市場に
おける主要な医療機器メーカーの市場開拓戦略の解析を通して、新興国における先進医療
の普及という社会的使命を達成しながら、利益成長という企業の経済的使命を両立させて
いるのかを明らかにすることである。 
本研究の意義について、今まで先進国市場を中心に製品市場戦略を構築してきた全ての
既存医療機器メーカーにとって、重大な経営戦略上の示唆を獲得することが期待できる。 
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ＨＳコード 品目
ＨＳ９０１８
医療用又は獣医用の機器（シンチグラフ装置その他の医療用電気機器及び
視力検査機器を含む。）
ＨＳ９０１９
機械療法用、マッサージ用又は心理学的適性検査用の機器及びオゾン吸入
器、酸素吸入器、エアゾール治療器、人工呼吸器その他の呼吸治療用機器
ＨＳ９０２０
その他の呼吸用機器及びガスマスク（機械式部分及び交換式フィルターの
いずれも有しない保護用マスクを除く。）
ＨＳ９０２１
整形外科用機器（松葉づえ、外科用ベルト及び脱腸帯を含む。）、補聴器
その他器官の欠損又は不全を補う機器（着用し、携帯し又は人体内に埋め
て使用するものに限る。）、人造の人体の部分及び副木その他の骨折治療
ＨＳ９０２２
エックス線、アルファ線、ベータ線又はガンマ線を使用する機器（放射線
写真用又は放射線療法用のものを含むものとし、医療用又は獣医用のもの
であるかないかを問わない。）、高電圧発生機、制御盤、スクリーン並び
に検査用又は処置用の机、いすその他これらに類する物品及びエックス線
管その他のエックス線の発生機
第三節 研究で使用するデータ 
本論文で使用するデータは、ジェトロ管理の貿易統計データベース Global Trade Atlas
を使って収集した。医療機器の対象品目は、表１に示すＨＳコード９０１８～９０２２と
して、医療製品の輸出額と輸入額は各々前記のＨＳコードの合計と定義した。 
表１ ＨＳコードの品目 
（出所）参考文献(2)より抜粋 
 
第四節 本論文の構成 
本論文は全６章で構成されている。第１章は、本研究の背景・目的・意義、ならびに研
究で使用するデータを述べる。第２章は、世界的な医療機器市場、新興国の医療機器市場
を説明した後、インドの医療機器市場における市場戦略と非市場戦略を概説する。第３章
は、関連する先行研究を説明する。第４章は、インド市場参入戦略についての定性分析を
元に、ベンチマークメーカーのバリューチェーン分析、市場戦略と非市場戦略の事例を説
明する。第５章は、インド市場参入戦略についてのデータ分析を元に、非市場戦略を通し
てインドの医療機器制度の対象品目への取り組みや、市場戦略を通して新興国向けに開発
された高度医療機器の一部を先進国向けに輸出するなどのリバースイノベーションを説明
する。最後に第６章は、本研究の分析から得られた結論として、日系メーカーのとるべき
新興国市場開拓に対する洞察、示唆を提言として示す。  
8 
 
第２章 医療機器の市場動向 
第一節 世界の医療機器市場 
２０１６年に世界の総人口は７４億人になり、第２次世界大戦終了以降に増加の一途を
辿っているが、日本の総人口は２０１０年の１２８百万人をピークに減少し続けている。
医療機器の使用用途は主に医療従事者が患者の患部を治すことであることを鑑みると、医
療機器市場の需要推移は、各国の医療保険制度や医療機器制度等の要因はあるものの、国
民総人口の増減に大きく依存する。そのため日系メーカーは、今まで医療機器の品質のみ
に重点をおき、日本をはじめとする先進国市場を中心に市場商品戦略を構築してきたが、
これからは製品価格に重点をシフトさせて、新興国市場の市場開拓戦略を検討する必要が
ある。 
表２に、２０１６年時点の国民総人口で世界トップ１０の主要国の人口推移を示す。２
００７年から２０１６年までの１０年間の人口増加数は、インドが１４７百万人、中国が
６３百万、ナイジェリアが４０百万、以下パキスタン、インドネシアと続く。注目すべき
点は、インドの人口増加数１４７百万人が、２０１６年時点でのロシアあるいはメキシコ
の総人口を上回っていることである。人口増加が著しいインドは巨大市場になっており、
海外医療機器メーカーにとってはロシアやメキシコよりもインドに市場参入する方が利益
成長を期待できる。そのため本論文では海外医療機器メーカーの戦略についての対象国と
してインドを選択した。 
 
表２ 主要国の人口推移（単位：百万人） 
（出所）UN, World Population Prospects : The 2015 Revision  
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世界の医療市場において各国の市場規模を比較した後、地域別の医療市場の特徴を説明
する。図３に、２０１４年時点での医療機器の市場規模を示す。世界には３４００億ドル
ほどの医療市場が広がっており、最大のアメリカ市場が約４０％、日本が約１０％、以下
ドイツ、イギリスと続く。アメリカ市場が大きい理由は世界３位の国民総人口であり、医
療機器の輸出と輸入ができるだけの国民総生産（ＧＤＰ）を保有しており、医療機器を取
り扱う医療環境が整っているからである。日本市場が大きい理由は、世界に先駆けて高齢
化社会を迎えて、医療市場が成熟したからである。 
日系メーカーは世界２位の大市場を拠点に据えて、日本国内の医療従事者のニーズに合
わせて改良を繰り返して、最先端技術を搭載した医療機器を開発してきた(3)。しかし近年、
日本医療機器産業連合などでは、医療機器市場が拡大している新興国を開拓する機運が強
まり、２０１２年に日本政府は医療イノベーション５ヶ年戦略を策定して、２０２０年ま
での目標として「海外市場での医療機器・サービス等ヘルスケア関連産業での日本企業の
獲得市場規模約２０兆円」を掲げた(1)。 
日系メーカーは新興国の医療機器市場を早急に開拓する必要はあるが、同時に先進国へ
の対策は続ける必要がある。なぜならば新興国の医療従事者に営業をかける場合、多くの
日系メーカーの営業の決め台詞は「この製品は、米国のＡ病院のＢ先生が使っている」だ
からである。つまり米国は医療機器の世界のトレンド発信地であり、米国で売れることに
よって新興国に日本製医療製品が広まる(3)。 
 
図３ 医療機器の市場規模（２０１４年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）Espicom, The World Medical Markets Fact book 2014 
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世界の医療市場において医療機器へのニーズが多いほど、医療機器の輸入額が増える傾
向があるため、地域別の輸入額を比較する。図４に、直近１０年間での地域別の医療機器
の輸入額を示す。２００７年～２０１２年は全ての地域で輸入額が増えたが、２０１２年
以降は新興国と日本で輸入額が増えていない。新興国の輸入額が増えなくなった理由は、
海外医療機器メーカーが新興国に開発拠点を設置して新興国のニーズに適応した医療機器
を開発しているからである。日本の輸入額が増えなくなった理由は、近年、日本の医療機
器制度の規制が厳しくなり、日本の国外で開発された医療製品の品質が日本の医療機器制
度に対応できなくなったからである。 
世界の医療機器市場シェアの４０％を占める米国市場では、人口増加か続いており、今
後も医療機器市場は拡大していくと予想されている。今後、新興国市場が拡大する可能性
はあるが、しばらくは先進国市場が世界の医療機器市場を占めると予想できる。 
 北米の医療市場におけるニーズは、今まで最先端技術を搭載した高品質の医療機器であ
り、このターゲット層は北米の大都市にある大病院だった。しかし地方や農村部の小さな
クリニックのニーズは、世界標準の最低水準まで品質を下げる分だけ、販売価格を下げる
ことである(3)。第４章で説明するが、北米の小さなクリニックと新興国のニーズが同じで
あることに着目して、ＧＥヘルスケアではリバースイノベーションの市場戦略を活用して
いる。 
図４ 地域別の医療機器の輸入額（単位：百万ドル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成 
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第二節 新興国の医療機器市場 
新興国の輸入相手国として、新興国市場のニーズを満たす医療製品を輸出する相手国を
選ぶ傾向が強くなった。図５に、先進国８ヶ国と新興国４ヶ国を対象として、２００７年
と２０１６年における新興国の輸入相手国の割合を示す。輸入相手国について中国を除く
新興国に共通する特徴は、中国の割合が増えて、先進国からの割合が減ったことである。
新興国に共通するニーズは低価格の医療製品の提供であり、中国のニーズに適応して開発
される中国製医療製品は、他の新興国に受け入れられやすい。一方、先進国のニーズは品
質重視であり、先進国で製造された製品は新興国に受け入れられにくくなってきている。
つまり新興国の医療機器市場では、品質よりも価格を重視していることを意味している。  
図５（a）に、２００７年と２０１６年におけるインドの輸入相手国の割合を示す。２０
０７年はアメリカ４１％、ドイツ２８％、日本１０％、中国６％だったが、２０１６年は
アメリカ３８％、ドイツ２０％、中国１９％、日本９％になっている。インドの医療機器
市場の特徴として、医療機器制度において医療機器の定義がいまだ確立されておらず、多
くの医療機器は一般の電子機器と同じ扱いになっているとともに、インドの医療従事者は
医療機器の品質と同時に低価格を重視している点である。日系医療機器メーカーよりも数
割安く価格設定している中国医療機器メーカーですら、インド市場では価格交渉に難航し
ている。例えば、妊娠中の女性が胎児の心音を聞く携帯型ドップラー聴音器を販売する中
国起業のジャンパー・メディカルは、医療機器展示会メディカル・フェア・インディアに
４年連続で出展しているが、現地の販売代理店と価格が折り合いつかないことが多い(3)。 
図５（b）に、２００７年と２０１６年におけるロシアの輸入相手国の割合を示す。２０
０７年はアメリカ２２％、ドイツ３３％、日本１８％、中国７％だったが、２０１６年は
アメリカ２４％、ドイツ３０％、中国１８％、日本８％になっている。ロシアの医療機器
市場の特徴として、ロシア独特の医療機器制度がありロシアでの販売時には製品の国家登
録と適合申告の二つが必要であり、ロシア政府向けの手続きに不透明さがある。しかしロ
シア国内で使用される医療機器の多くは老朽化しているため、買い換え需要の潜在性が高
い(4)。ロシアの医療機関のうち約９割は公立であり、医療機器の公共調達に参加できるの
はロシアに登記された法人のみであると連邦法に定められている。なおロシアに市場参入
する際には、官庁や病院などのキーパースンとの関係構築が求められる(4)。 
図５（c）に、２００７年と２０１６年におけるブラジルの輸入相手国の割合を示す。２
００７年は、アメリカ４９％、ドイツ２０％、日本７％、中国６％だったが、２０１６年
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はアメリカ５１％、ドイツ１６％、中国１５％、日本６％になっている。ブラジルの医療
機器市場の特徴として、医療機器を輸入するにあたり関税以外にも工業製品税、商品流通
サービス税、社会保険融資負担金など多くの税金が課せられることにより輸入価格がはね
あがるため、海外医療機器メーカーはブラジルへの現地化を進めている。しかし一部の医
療機器は販売前に登録審査をうける必要があり、国家衛生監督庁（ＡＮＶＩＳＡ）による
品質管理システムの監査対象に外国製造工場もはいっている。この工場監査の待ち時間が、
海外医療機器メーカーにとっては障害になっている(3)。 
図５（d）に、２００７年と２０１６年における中国の輸入相手国の割合を示す。２００
７年はアメリカ４１％、ドイツ２４％、日本１９％だったが、２０１６年はアメリカ４７％、
ドイツ２５％、日本１４％になっている。中国の医療機器市場の特徴として、医療機器制
度が整備されたことによる海外からの輸入が難しくなっている環境において、アメリカと
ドイツとオランダの輸入額の割合が減っていないにもかかわらず、日本からの輸入額のみ
が大きく減っていることである。世界の医療機器市場を牽引するベンチマークメーカーの
ＧＥ、フィリップス、シーメンス三社は、中国市場においても圧倒的な資金力を元に、製
品の研究開発、販売網の構築、医療機関との関係構築に力を注いでいる。一方、日系メー
カーは、高価格帯の医療機器の販売が中心となっており、ようやく日系メーカーの主力製
品を扱う医療従事者をリストアップして学会などでアプローチをかけている。しかし既に
主要な海外医療機器メーカーが豊富な資金力で支援している場合が多い(3)。 
 
 医療機器制度について新興国に共通する特徴は、海外製医療製品を輸入する場合あるい
は新興国で製造する場合、現地政府との連携がとても重要なことである。本論文では、新
興国としてインドに焦点をあてて、インド市場では先進国市場より、現地政府との連携強
化などの非市場戦略の比重に重きをおく傾向があることを説明する。 
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図５ 新興国への輸入相手国の割合（対象：先進国８ヶ国、新興国４ヶ国） 
（a）インド 
 
 
 
 
 
 
（b）ロシア 
 
 
 
 
 
 
 （c）ブラジル 
   
 
 
 
 
 
（d）中国 
   
 
 
 
 
 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成 
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第三節 インドの医療機器市場 
第一項 医療保険制度 
医療機器を普及させるにあたり、医療環境が整っている必要がある。表６に、国民総人
口で世界トップ１０の医師数、病床数、医療費支出を示す。 
インドでは２００８年～２０１４年の人口１０００人当たりの医師数０．７人、看護師・
助産師数１．７人、病床数０．７床であり極めて少ない。世界の標準を満たす医科大学を
卒業する医師数は毎年３万人いるが、毎年の人口増加数が１４７百万人に比べると非常に
少ないため、人口１０００人当たりの医師数は０．７人になっている(5)。インドの医師の
うち５％が先進国での医療経験を持ち、アメリカへ留学しトレーニングした後に帰国して
いる医師が多い。留学先で使いなれた医療機器は、インドに帰国してからも継続して使う
傾向がある(3)。 
インドの医療費支出は２０１４年の公的医療費支出の割合３０％、一人当たり医療費支
出７５ドルであり下位トップ３に入っている。インドでは社会保障制度が遅れており、イ
ンドの法律ＩＲＤＡ法(Insurance Regulatory and Development Authority)で、保険会社に
対して農村地域ならびに都市部の経済的弱者への保険販売義務を設けて、インド国民全体
に保険加入が行き渡るように義務づけた(6)。また低所得者層向けにマイクロインシュアラ
ンス（Microinsurance）の規約を制定することにより、貧困労働者層の医療保険加入率を
高めるため、医療保険会社に対して、年間４４００万ドルを超える国家健康保険計画を実
施した。 
表６ 医療従事者と病床数と医療費支出 
 
（出所）The World Bank, World Development Indicators 2016 
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 インドにおける一般的な公的医療保険制度が４つあり、①中央政府や州政府による公的
医療保険、②雇用主団体医療保険、③民間医療保険、④ＮＧＯや地域の共済方式である(6)。
公的医療保険は公務員、退職者、その家族を対象としており、また雇用主団体医療保険は
政府が定義した２０名以上が働く工場の従業員を対象としている。そのためインドの被雇
用者の多くは対象外であり、公的医療保険を持たない富裕層や中間層は個人で民間医療保
険に加入するか、あるいは雇用主が福利厚生制度として導入する医療保険に加入する。 
 しかし低所得者層が医療保険に加入できない状況を変えるために、インドの中央政府は
マイクロインシュアランスの規約で定義されている低所得者層向けの医療保険制度ＲＳＢ
Ｙ制度(Rashtriya Swasthya Bima Yojana)を制定した。ＲＳＢＹ制度では、中央政府が７５％、
州政府が２５％の保険料を負担する。ＲＳＢＹ制度が一般的な公的医療保険制度と全く異
なる点は、図７に示すように、民間保険会社は低所得者層とは個別契約をせずに州政府と
契約を行う点である。民間保険会社は州政府の入札に参加し、一番安い保険料を提示でき
れば、複数の地域のなかから、最も医療事故が少ない地域を選択できる。 
以上のように、インド政府は積極的に医療保険制度を改訂しているが、低所得層に普及
させるに至っていない。インドに医療機器を普及させるためには、同時に医療保険制度を
普及させる必要である。 
 
図７ ＲＳＢＹ制度のスキーム 
 
（出所）参考文献(6)より抜粋 
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第二項 医療機器の市場規模 
インドの医療市場の全体規模は３１２５百万ドルであり、大部分を海外製医療製品で占
められている。そのため一部の海外医療機器メーカーが独自に価格設定を行っており、イ
ンドでの海外製品の価格は割高になっている(7)。インド政府はインド国内に出回る海外製
品の価格高騰に懸念を示しているが、インドの医療機器メーカーに生産技術がない。その
ため、海外から輸入する医療機器の関税を上げたとしてもインドで代替可能な医療機器を
生産できず、インドの医療機器市場にとっては海外医療機器メーカーからの技術移転が重
要な課題である。 
表８に、インド市場における医療機器の売上と国内産／輸入品の割合を示す。医療機器
の売上では、使い捨て医療器具と医療用電子機器が全体の６８％（＝（１１７０＋９５０）
／３１２５）を占めている(8)。上記の医療機器において国内産／輸入品の割合を比較する
と、使い捨て医療器具はインド製医療機器の割合が６０％、輸入品の割合が４０％である
のに対して、医療用電子機器はインド製医療機器の割合が１０％、輸入品の割合が９０％
である。国内産／輸入品の割合が大きく異なる理由は、技術移転の課題に加えて、第四項
で記載する医療機器制度に大きく起因する。インドの医療機器制度では、使い捨て医療器
具は対象品目に該当するため輸入許可申請等の手続きが必要であるのに対して、医療用電
子機器は対象品目に該当しない。 
 
表８ インド市場における医療機器の売り上げと国内産／輸入品の割合 
 
（出所）参考文献(8)を基に筆者作成  
医療機器
売上
（単位：百万ドル）
国内製品の割合 海外製品の割合
使い捨て医療器具 1170 60% 40%
消耗品 550 60% 40%
手術器具 40 66% 34%
医療用電子機器 950 10% 90%
病院用備品・装置 235 20% 80%
インプラント 120 20% 80%
診断器具 60 20% 80%
全体額 3125 － －
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第三項 主要な医療機器メーカー  
 本項では、インドの医療市場における主要な医療機器メーカーを説明する。 
ＭＲＩの市場規模は２０１１年度で１６９百万ドルであり、使用用途として主に心臓、
筋骨格、神経、腫瘍性の疾患の診断で使用される。インドでは心臓疾患や癌などの生活習
慣病が増加しているため、ＭＲＩへの需要は増え続けている。しかしＭＲＩは最先端技術
を有する医療機器であり、ＧＥヘルスケア、シーメンス・ヘルスケア、フィリップス・エ
レクトロニクスの市場占有率が高い(7)。 
ＣＴの市場規模は２０１１年度で１３６百万ドルであり、使用用途として外傷、腫瘍、
心臓疾患、肺、消化器、歯などの幅広い治療に使用される。ＭＲＩと同じように技術進歩
（例：マルチスライス技術等）が進んでおり、ＧＥヘルスケア、シーメンス・ヘルスケア、
フィリップス・エレクトロニクスの市場占有率が高い。 
 注射器および注射針の市場規模は２０１０年度で３６百万ドルである。インド政府は自
動使い捨て注射器の使用を義務づけており、血液感染性ウイルスへの感染リスクを回避し
ている。またインドの医療機器制度の対象製品に該当し海外製品の輸入制限があるため、
インドの医療機器メーカーが高いシェアを占める。主要な医療機器メーカーは HMD であ
り、市場シェアの６割を占める。 
カテーテルの市場規模は２０１０年度で１４０百万ドルであり、使用用途として心臓血
管、泌尿器、神経血管、神経、静脈用で使用される。カテーテルは診断・治療を受ける患
者数推移と比例しており、心臓疾患、癌、糖尿病および腎臓疾患が増えることで、カテー
テルの需要は増える。カテーテルの市場のうち３８％は心臓カテーテルであり、その次は
泌尿器カテーテルである。主要な医療機器メーカーは、B Braun、Tiger Surgical である。 
酸素濃縮器の市場規模は２０１１年度で８．９百万ドルであり、使用用途として大気汚
染や喫煙習慣に起因する慢性閉塞性肺疾患ならびに呼吸器疾患で使用される。高齢者と在
宅医療が増えて、酸素濃縮器の需要が増えている。主要な医療機器メーカーは、AirSep、
Nidek である。 
補聴器の市場規模は２０１１年度で１０２百万ドルであり、使用用途として聴力低下や
聴力喪失で使用される。高齢者が増えることにより補聴器の需要が増えている。主要な医
療機器メーカーは、Widex、Phonak、Elkon である。 
レントゲンの市場規模は２０１１年度で６９百万ドルであり、使用用途として骨粗鬆症
患者の診断で使用される。骨粗鬆症患者が増えることによりレントゲンの需要が増えてい
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る。主要な医療機器メーカーは、Allengers、L&T、Trivitron である。 
ガーゼの市場規模は２０１１年度で４９百万ドルであり、使用用途として創傷の治療で
使用される。インドの医療機器市場が増えるにともない、治療の案件が増えてガーゼの需
要が増えている。主要な医療機器メーカーは、Johnson and Johnson、Beiersdorf である。 
Ｘ線フィルムの市場規模は２０１０年度で５６百万ドルであり、使用用途として放射線
検査で使用される。放射線検査装置のデジタル化が進んでいるが、農村部の開業医層は安
価な医療機器を購入する傾向がある。主要な医療機器メーカーは、Carestream Health と
Fujifilm である。 
外科用手袋の市場規模は２０１０年度で４百万ドルであり、使用用途として院内感染防
止で使用される。外科用手袋の市場は使い捨て手袋の中でも最も急速に成長している。主
要な医療機器メーカーは、JK Ansell である。 
車椅子の市場規模は２０１１年度で３百万ドルであり、使用用途として歩行補助で使用
される。インドでは高齢者が増えるにともない車椅子の需要は増えているが、修理点検を
行う病院が少ないため市場規模が小さい。主要な医療機器メーカーは、Ostrich Mobility
である。 
コンタクトレンズの市場規模は２０１１年度で２２百万ドルであり、使用用途として視
力補正で使用される。インドの販売は眼鏡店が７５％、眼科医推奨が２５％のため、普及
率が低い。主要な医療機器メーカーは、Bausch & Lomb 、Johnson & Johnson である。 
 
表９に示すように、インドの医療市場における主要な医療機器メーカーは、海外医療機
器メーカーが多い。本論文では、高い市場占有率を誇るベンチマークメーカーの主要製品
と、インド政府の制定した医療機器制度の対象製品との関連性を論じる。そのため今回の
対象品目は、表９の黄色表示のように、ＨＳコード９０１８～９０２２とした。 
19 
 
ＨＳコード
市場規模
(２０１１年度)
主要な医療機器メーカー
1 ＭＲＩ ＨＳ９０１８．１３ １６９
2 ＣＴ ＨＳ９０２２．１２ １３６
3 注射器
注射針
ＨＳ９０１８．３１ ３６※
HMD（印）
Lifelong（米）
4 カテーテル ＨＳ９０１８．２０ １４０※
B Braun（独）
Tiger Surgical（印）
5 酸素濃縮器 ＨＳ９０１９ ８．９
AirSep（米）
Nidek（米）
6 補聴器 ＨＳ９０２１ １０２
Widex（丁）
Phonak（独）
Elkon（独）
7 レントゲン ＨＳ９０２２ ６９
Allengers（印）
L&T（印）
Trivitron（印）
8 ガーゼ
ＨＳ３００５
ＨＳ３００６
４９
Johnson and Johnson（米）
Beiersdorf（独）
9 Ｘ線フィルム
ＨＳ３７０１．１
ＨＳ３７０２．１
５６※
Carestream Health（加）
Fujifilm（日）
10 外科用手袋 ＨＳ４０１５．１１ ４ JK Ansell（印）
11 車椅子
ＨＳ８７１３．１
ＨＳ８７１３．９
３※ Ostrich Mobility（印）
12
コンタクト
レンズ
ＨＳ９００１．３ ２２
Bausch & Lomb（英）
Johnson & Johnson（米）
部門
GEヘルスケア（米）
シーメンス・ヘルスケア（独）
フィリップス・エレクトロニクス（蘭）
表９ 主要な医療機器メーカー（市場規模の単位：百万ドル） 
 
 
 
 
 
※２０１０年度のデータ 
出所）参考資料(8)を基に筆者作成  
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第四項 医療機器制度 
 インドの医療機器市場に参入するためには、インドの医療機器制度に基づいて許可を取
得する必要がある。現地製造する場合は製造ライセンス、現地販売する場合は販売ライセ
ンス、インドへ輸入する場合は製品登録をした後に現地代理店などの輸入者が輸入ライセ
ンスを取得する必要がある(8)。 
インドの医療機器は、国家薬事監視センター（Central Drugs Standard Control 
Organization：CDSCO）のインド厚生労働省と医薬品化粧品法（Drugs and Cosmetics 
Act：DCA）によって規制されている。しかしながら、医療機器の定義がいまだ確立され
ておらず、２０１７年１２月現在、表１０に示すように医療機器１５品目のみが規制対象
となっている(9)。例えば先進国への輸入時に現地当局の認可を必要とする画像診断装置が、
インドでは医療機器ではなく、一般の電子機器と同じ扱いになっている(8)。つまり表１０
以外の医療機器は、開発／販売／輸入において規制がなく、代理店を探して流通を確保す
ることのみで販売が可能になってしまう。ただし規制対象の１５品目は幅広く解釈される
ことがあり、例えば補聴器は対象品目に記載されていないが「整形外科用飲プラント」の
一部として解釈されることがある。 
先進国では、医療機器は使用上のリスクを基準に分類されており、各国規制当局はリス
クの高い製品（例：心臓ペースメーカー）に対してリスクの低い製品（例：医療用ベッド）
に比べてより詳細な審査を実施したりするなど、開発／販売／輸入において厳しい規制を
設けている(8)。 
規制対象の１５品目の医療機器をインドへ輸入する場合、図１１に示すような手続きに
なる(10)。まず医療機器制度で規制対象になっていることを確認して、規制対象の１５品目
は「ＹＥＳ」に該当する。その後、海外医療機器メーカーの現地代理店が卸売販売許可と
登録許可を申請する。つぎに海外医療機器メーカーが製品登録と輸入ライセンスの申請を
行う。製品登録には完全な書類を揃えても、届け出から登録完了まで約９～１２ヶ月かか
り、輸入ライセンスの取得には約３ヶ月かかる。インドへの輸入ライセンスを取得するポ
イントは現地代理店の選択方法であり、国家薬事監視センターと人脈がない現地代理店を
使うと、何年経っても許可が下りないことがある(3)。 
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Ｎｏ 医療品目 指定日
１ 使い捨て注射器 1989年3月17日
２ 使い捨て注射針 1989年3月17日
３ 使い捨て潅流セット 1989年3月17日
４
HIV、HBs抗原、
C型肝炎ウイルス体外診断システム
2002年8月27日
５ 心臓用ステント 2005年10月6日
６ 薬剤溶出ステント 2005年10月6日
７ カテーテル 2005年10月6日
８ 眼内レンズ 2005年10月6日
９ I.V.カニューレ 2005年10月6日
１０ 骨セメント 2005年10月6日
１１ 心臓弁 2005年10月6日
１２ 頭皮静脈セット 2005年10月6日
１３ 整形外科用インプラント 2005年10月6日
１４ 体内人工代替器官 2005年10月6日
１５ 除去装置 2016年1月25日
表１０ インドの医療機器制度で規制対象となる医療品目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）参考文献(9)より筆者作成     
  
図１１ 規制対象となる医療機器の輸入手続き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）参考文献(10)より抜粋 
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第五項 日本政府からインド政府への医療機器制度変更の提案 
 日本政府主導の国家プロジェクトは、制度面の輸出は厚生労働省、病院あるいは医療機
器の輸出は経済産業省が分担している(5)。図１２に経済産業省の取り組みを示す。医療拠
点構築モデルの多様化は、日本の病院をまるごと新興国に輸出するプロジェクトである。
一方、医療人材育成を通じた販路開拓は、現地医療学会・大学病院・医療機関と連携しな
がら現地の医療従事者の育成をするために、現地にトレーニングセンターを設立すること
により、日本製医療製品の販路拡大をするプロジェクトである。本プロジェクトに参画す
る日系メーカーには２つのタイプがあり、製品単位を提供するタイプとシステム全体を提
供するタイプである。新興国では製品単体ではなく、システム全体の提示が求められるこ
とが多い(3)。つまり新興国にて検査室の医療機器や医療設備を発注する医療機関は、各々
の製品を異なる日系メーカーに発注するのは労力を要するため、検査室で必ず使う製品群
をセットで提案している。そのため本プロジェクトでは、システム全体を提示できる日系
メーカーが有利である。 
 
図１２ 経済産業省の取り組み 
出所）参考文献(1)より抜粋 
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 日本政府主導の国家プロジェクトの一つとして、２０１５年５月に厚生労働省はインド
中央医薬品基準管理機構（CDSCO）を交えて、「第１回日インド医療製品規制に関するシ
ンポジウム」を開催した(11)。 
まず独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）より、表１３に示すように日本の
医療機器制度は安全上のリスクや目的や用途などの種別により４段階に分類しており(12)、
リスクの低い医療機器からクラスⅠ（薬事法上の分類は一般医療機器）、クラスⅡ（管理医
療機器）、クラスⅢ、Ⅳ（高度管理医療機器）となっている。リスクが高い医療機器ほど日
本政府当局での審査が綿密になっており、日本の医療機器制度は世界標準に準拠している。 
 つぎに日系メーカーのテルモとオムロンが、日本の医療機器制度に基づいて医療製品を
開発しているために日本製製品の品質は高いことを説明した。また日本での医療機器のト
レーニングの時に自社の工場見学などで、日本の医療機器業界としてもインドの医療人材
育成に貢献していることを説明した。 
第１回のシンポジウムでは日本の医療機器制度の有用性を CDSCO に理解していただく
と同時に、インドの医療機器制度は世界標準と大きくかけ離れているため、日本政府から
インド政府へ新しい医療機器制度の改訂を提言した。 
 
表１３ 日本の医療機器制度 
（出所）参考文献(12)より抜粋 
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 ２０１７年４月に、厚生労働省は CDSCO、PMDA、インド保健家族福祉省（MoHFW）
を交えて、「第２回 日本－インド医療製品規制シンポジウムを開催した(9)。本シンポジウ
ムにて、インドでは２０１８年１月に新しい医療機器制度を施行することを説明した。新
しい医療機器制度は世界標準に準拠しており、図１４に示すように、クラスＡ（低リスク）
～クラスＤ（高リスク）の４クラスに分類されている。新しい医療機器制度を施行した後
に薬事申請が必要となる医療機器は、現在ライセンスが必要とされている医療機器１５品
目である。しかし新しい医療機器制度の大枠についての説明はあったが、運用方法あるい
は医療機器個別の対応方法についてのスケジュールについての説明は無かった。 
 
図１４ インドの新しい医療機器制度 
 
（出所）参考文献(9)より抜粋 
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第六項 日本市場とインド市場の比較 
 本項では、市場戦略と非市場戦略の２つの観点で、先進国市場（日本）と新興国市場（イ
ンド）を比較する。図１５に、先進国市場と新興国市場における市場戦略と非市場戦略の
要点をまとめた。 
 まず市場戦略の中で、特に重要な要素として製品機能と販売価格を説明する。日本市場
では、競合の医療機器メーカーが多く最先端技術をアピールポイントにしているため、日
本市場に普及する医療製品は多機能化が進んだ。同時に医療製品に搭載する機能が多くな
るにつれて、開発コストが高くなり、医療製品の販売価格が高くなった。日本市場の医療
製品の特徴は、多機能と高価格である。一方、インド市場では、一人当たり医療費支出７
５ドルであり世界下位トップ３に入っていることに起因して、医療機器メーカーは低価格
をアピールポイントにしている。インド市場の医療製品の特徴は、最低限の機能と低価格
である。 
つぎに非市場戦略の中で、特に重要な要素として、医療機関との技術契約による製品提
供、製造ライセンスと販売ライセンスを説明する。日本市場では医療機器産業が成熟して
おり、『医療機器業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約』にて、『医療機関
等に対し、医療機器の選択又は購入を誘引する手段として無償で提供する医療機器、便益
労務等』が禁じられている(13)。つまり医療機器メーカーと医療機関の協同研究は活発に行
われているが、医療機器メーカーから医療機関への医療製品の無償提供は禁止されている。
また日本の医療機器制度で、製造ライセンスと販売ライセンスが義務づけられている。つ
まり日本市場では、法律や制度の関係上、医療機器メーカーが非市場戦略を実施すること
が難しい。一方、インド市場では医療機器市場が発展途上にあり、法律や制度が制定され
ていないため、医療機関との技術契約による製品提供が可能である。また、インドの医療
機器制度では、一部の医療機器を除き医療機器は一般的な電子機器に該当するため、医療
機器メーカーがインドにて医療機器の製造活動あるいは販売活動をするにあたり、製造ラ
イセンスや販売ライセンスは不要である。したがってインド市場では日本市場より、非市
場戦略の比重に重きをおく傾向がある。 
先進国市場と新興国市場における市場戦略と非市場戦略の違いは、インドに参入した日
系メーカーも把握している。２０１４年にインドでは、日本企業の豊田通商・セコム医療
システムと現地財閥キラロスカとの合弁でさくら病院が設立された(5)。さくらの病院名は
日本の「桜（Sakura）」、ならびにインドの古い言葉で神聖な意味を持つ「Powerful/ Ruler 
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世界市場
市場戦略 非市場戦略 市場戦略 非市場戦略
製品機能 多機能 - 最低限の機能 -
臨床試験 必要 -
不要
（一部必要）
-
医療機関との技術
契約による製品提供
- 不可 - 可
知的財産権の確保 -
必要
（共通）
-
必要
（共通）
製造場所の
顧客信頼度
不問 -
先進国に
高い信頼
-
製造ライセンス - 必要 -
不要
（一部必要）
製品不良率
の低減
必要
（共通）
-
必要
（共通）
-
製品供給
スピード
必要
（共通）
-
必要
（共通）
-
販売価格 高価格 - 低価格 -
販売ライセンス - 必要 -
不要
（一部必要）
販売網の構築 必要 - 必要 -
学会との連携 -
有り
（共通）
-
有り
（共通）
サービス拠点
多い
（共通）
-
多い
（共通）
-
サービスエンジニア
多い
（共通）
-
多い
（共通）
-
医療機関との
保守契約締結
有り
（共通）
-
有り
（共通）
-
医療従事者の教育 -
有り
（共通）
-
有り
（共通）
先進国市場
（例：日本）
新興国市場
（例：インド）
開発
製造
販売
リペア
サービス
of Heaven (Sakra)」を由来としており、「最善の医療サービスで患者様のより良い生活をサ
ポートする」という使命をかかげている。２０１４年２月末時点で、病床数：２９４床、
従業員数：約６３０名(医師：１１０名／看護師：２５０名等)、患者数：外来約２００名
／日である(14)。しかしサクラ病院では病院の名前や使命に日本流のものを掲げているにも
かかわらず、医療機器にインドの医療従事者が慣れ親しんでいないため、日本製医療機器
はほとんどないのが実態である。 
 
図１５ 先進国市場と新興国市場の比較（市場戦略、非市場戦略） 
（出所）筆者作成 
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第３章 関連する先行研究 
第一節 日系メーカー 
２０１３年に日本政府主導の国家プロジェクトが策定される前後に、日本ではインドを
含めた新興国における医療機器市場に関する研究が進んだ。 
２０１１年に松尾は、日系メーカーの市場参入について、医療機関を利用する患者の所
得で医療機関を分類し、所得毎に市場参入方法を変えることを提言した(15)。日系メーカー
の市場参入方法として、高所得層を対象とする高機能な私立病院には、最先端の技術を搭
載した医療機器で市場参入する。一方、低所得層を対象とする公立病院には、海外医療機
器メーカーのようにインドの医療機器メーカーを買収し、日系メーカーの自社ブランドを
傷つけないように品質基準を維持したまま生産方式を変更することにより、日系メーカー
は低価格の医療製品で市場参入する。    
２０１２年に山田は、日本の医療機器市場の発展の歴史をまとめたうえで、新興国にお
ける医療上の課題と日本の経験を活かした新興国への市場展開を提言した(16)。明治時代に
日本の医療制度はドイツを模範として制定されて、第二次世界大戦以降、海外医療機器メ
ーカーの技術協力やライセンス供与のおかげで日系メーカーは徐々に独自製品を開発でき
るようになった。日本が長期間で高めてきた医療水準を、新興国は短期間で実現しようと
している。日系メーカーは海外医療機器メーカーと同じ事を、海外新興国に対して実施す
べきであると提言した。 
２０１２年に青嶋は、日系メーカーがインドで事業成長するために、インドの現地メー
カーとの提携、Ｍ＆Ａは有効な手段としている(17)。インドでは日系メーカーが得意とする
高品質での訴求が難しいため、インドの医療機器市場でポジショニングをとる手段として、
現地メーカーとの提携あるいはＭ＆Ａを提言している。 
 ２０１７年に土屋は、インドにおける日系企業の販路開拓と流通構築の方法について発
表した(18)。インドの販売網はインド国内を４つに区分されることが多く、北部（デリー）、
西部（ムンバイ）、東部（コルカタ）、南部（チェンナイ）の４つの都市を基点に広い流通
構造として機能している。インドでは流通チャネルの中で、メーカーの販売代理店として
中間段階を管理する中間流通部門の地位が高く、インドの州毎に中間流通部門が存在して
おり、州を自社のテリトリーとして排他的な営業を展開している。そのため日系医療機器
メーカーを含めた海外医療機器メーカーは、インドの医療機器市場の参入において中間流
通部門の活用方法が重要になってくる。  
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第二節 インドの医療機器メーカー 
 現在インドの医療機器市場は発展途上であり、医療機器メーカーが自国の医療機器市場
に参入する障壁について、Santosh B. Rane は１１点の参入障壁要因の相互関係を論じた(19)。 
経営幹部によるリスク管理について、医療機器の開発時には複数領域の専門知識が必要
であり、製造工場の設立では経営資源を集中させる必要がある。インドの医療機器市場は
巨大市場となっているが、インドの医療機器メーカーは製造工場の規模が小さく生産技術
が追いついていない。新しい医療機器を開発するにあたり経営幹部の意思決定が重要であ
り、インド政府の医療機器制度、生産技術を有する技術者の有効活用、製造工場の資金欠
如等などの幅広いリスク管理ができていない。 
試作品の改良方法について、一般的に試験段階で試作品の９０％は不良品になり、試作
品の１０％が世界水準を満たす製品品質を確保できる。インドの医療機器市場は発展途上
にあり初期型の医療機器装置で製造するため、世界水準を満たす製品の開発には長い時間
がかかる。しかし最終的に製品品質を確保するために、インドの医療機器メーカーは試作
段階の不良品を容認する必要があり、引き続き試作品の改良方法を検討する必要がある。 
社内における新しい医療機器開発への優位性欠如について、インドの医療機器メーカー
では既存の医療機器に経営資源を集中させて、新しい医療機器の研究開発資源を制限する
ことがある。しかし新しい医療機器の開発には不確実性の要因が多く、開発者のモチベー
ションを上げるためには、社内において新しい医療機器開発への優位性を高める必要があ
る。 
他社製品の過度なベンチマークについて、自社製品と他社製品の比較に注力すると、自
社独自の独創的な医療機器を開発できなくなる危険性がある。インドの医療機器メーカー
の一部は、開発段階で他社製品のベンチマークにコストと時間を費やすことを会社標準に
している。しかし製造段階では、新しい医療機器を普及させるために十分なベンチマーク
が必要である。 
医療機器の設計について、２００３年～２００９年に発生した全ての医療機器のリコー
ルのうち３１％が医療機器の設計に原因があるが(20)、インドの医療機器メーカーは比較的、
販売後にリコールになる要因の設計作業に注意を払わない傾向がある。設計作業を軽視し
て製造作業に注力しても、顧客からの要望に応えることはできないため、インドの医療機
器メーカーが開発する新しい医療製品はインドの医療機器市場で受け入れられない。 
 医療機器制度や品質標準について、インドの医療機器制度は世界標準と大きくかけ離れ
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ており、医療機器の定義がいまだ確立されておらず品質標準が明確になっていないことが、
インドの医療機器メーカーで新しい医療製品の開発を難しくしている。新しい医療機器制
度の改訂作業は進んでいるが、運用方法あるいは医療機器個別の対応方法についてのスケ
ジュールは明確になっていない(9)。 
インドの国内産製品に対する偏見について、インドの医療学会ならびに患者は、海外か
らインドへ輸入される海外製品を信頼する傾向がある。インドの医療従事者は長年使い続
けてきた国内製品は世界標準以下の品質であり、インドの医療学会ならびに患者は海外製
品を信頼している。 
 技術者の不足について、新しい医療機器の開発には広範囲な専門知識が必要であるが、
インドには技術者が少なく、医療分野で高水準な研究開発を行うためのトレーニングと経
験が不足している。技術者が十分なトレーニングと経験を積めば、開発スピードが速くな
ることが知られている。しかしインドの医療機器メーカーが技術者に必要なトレーニング
を提供しても、しばしばインドの技術者は先進国へ移住し「頭脳流出」が発生するため、
技術者への投資を敬遠している。 
 インドの医療機器産業と医療学会との関係について、新しい医療機器の開発のために訓
練された人材を有効活用する必要があるが、技術者と医療学術員の間で人脈を作るための
知識や経験が不足している。また医療機器産業と医療学会はともに補助的存在になること
を避けており、結果として医療機器産業と医療学会との良好な関係が築けていない。 
新しい医療機器開発を後押しする政策で、インド政府は国内の医療機器産業を活性化さ
せる重要な役割を担っている。例えば医療機器産業を活性化させる方法として、海外製造
医療機器を輸入する場合には高い関税をかけると、海外製品の輸入が減り国内製品が増え
るため、インド国内の医療機器メーカーが成長する。しかし現状、海外からインドへの輸
入関税率は医療機器によらず一律７．５％である(7)。 
 海外製品の輸入への依存度について、インド国内で開発される医療機器は海外製品に比
べて品質が劣るため、インドの医療機器産業では海外製品への依存度が高い。またインド
はメディカルツーリズムのハブとして急速に発展しており、海外製品の輸入への依存度が
高くなることで、治療費が高騰する結果になっている。 
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第３章 インド市場への参入戦略（定性分析） 
第一節 ベンチマークメーカーの概要 
第一項 バリューチェーン分析 
本項では、ベンチマークメーカー３社をバリューチェーン分析することにより、インド市
場にて高い市場占有率を誇る要因を明らかにする。文献（７）を元にして、図１６にベン
チマークメーカーのバリューチェーンの要点をまとめた。インド市場におけるベンチマー
クメーカー３社の市場占有率は約７０％であり、内訳はＧＥヘルスケア３６％、フィリッ
プス１１％、シーメンス・ヘルスケア２２％である。 
まず市場戦略の中で、特に重要な要素として開発拠点と販売価格を説明する。開発拠点
について、ＧＥヘルスケアはリバースイノベーションの市場商品戦略をとっており、イン
ドの開発拠点は他の新興国の開発拠点と情報交換を密にとりながら、グローバルの新興国
市場に受け入れられる製品開発をしている。インド市場を試験場にして、インドの医療機
器市場で受け入れられてる製品を他国に輸出している。フィリップス・エレクトロニクス
は、買収したインド医療機器メーカーから市場ニーズをくみとり、インドの開発拠点で製
品開発をしている。インド以外の新興国でも、買収した現地医療機器メーカーから市場ニ
ーズをくみとっており、新興国毎に製品仕様を変えているため、インド製と他国製の製品
は異なる。シーメンス・ヘルスケアは『SMART（Simplicity, Maintenance-friendly, 
Affordable, Reliable and Timely to market) 戦略』をとっており、段階的に分類した新興国
毎に製品品質を変えているため、インド製と他国製の製品は異なる。 
販売価格について、シーメンス・ヘルスケアは、特に市場商品戦略を実施していない。
ＧＥヘルスケアは低い利率でのサンプル提供しているのに対して、フィリップス・エレク
トロニクスは購入時の医療機器に対して小額の前払い金を支払い残金は収益分配に基づい
て回収する『利用課金モデル』を採用している。 
つぎに非市場戦略の中で、特に重要な要素として、医療機関との技術契約による製品提
供、製造ライセンスと販売ライセンスを説明する。医療機関との技術契約による製品提供
について、文献（７）にはＧＥヘルスケアが無償の製品提供について記載がなかったが、
フィリップス・エレクトロニクスはインドの医療機関へ無償で製品提供をしており、シー
メンス・ヘルスケアはアメリカの医療機関で排他的な技術契約による製品提供をしていた。 
製造ライセンスと販売ライセンスについて、ベンチマークメーカーの主力製品ＭＲＩと
ＣＴはインドの医療機器制度の対象品目に該当していないため、ライセンスは不要である。
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市場戦略 非市場戦略 市場戦略 非市場戦略 市場戦略 非市場戦略
開発拠点 インド拠点 -
買収企業
インド拠点
-
アメリカ拠点
インド拠点
-
新興国の
製品機能
同じ - 違う - 違う -
医療機関との技術
契約による製品提供
- 無し - 有り - 無し
製造拠点 インド拠点 -
買収企業
インド拠点
-
中国拠点
インド拠点
-
生産部品の
調達場所
インド - インド - 中国 -
製造ライセンス -
不要
（共通）
-
不要
（共通）
-
不要
（共通）
販売価格
低い利率での
サンプル提供
-
利用課金
モデル
- 無し -
販売網の構築方法
Ｍ＆Ａ
（共通）
-
Ｍ＆Ａ
（共通）
-
Ｍ＆Ａ
（共通）
-
販売ライセンス -
不要
（共通）
-
不要
（共通）
-
不要
（共通）
拠点数 13 - 11 - 27 -
拠点配置
複数州
（共通）
-
複数州
（共通）
-
複数州
（共通）
-
医療従事者の教育 -
有り
（共通）
-
有り
（共通）
-
有り
（共通）
ＧＥヘルスケア
(占有率：３６％)
フィリップス・エレクトロニクス
(占有率：１１％)
インド市場
(占有率：約７０％)
シーメンス・ヘルスケア
(占有率：２２％)
開発
製造
リペア
サービス
販売
インド政府と産官（ＰＰＰ）連携を締結するなどの非市場戦略の見返りとして、インドの
医療機器制度の対象品目から自社の主力製品を外していると推測できる。 
リペアサービスの段階では、３社共通して複数州に多数の拠点数を設置しており、かつ
医療従事者の教育も強化している。バリューチェーン分析をしたところ、開発段階から販
売段階までの市場戦略と非市場戦略に、各社で違いがあり差別化要因がある。しかしイン
ドの医療機器市場で受け入れられるためには、強力なリペアサービス体制の構築が前提で
あり、３社ともリペアサービスに最も注力しているため各社に違いが見られないと推測で
きる。 
図１６ ベンチマークメーカーのバリューチェーン 
（出所）参考文献(7)を基に筆者作成  
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第二項 ＧＥヘルスケア 
ＧＥヘルスケアは、アメリカ合衆国を本拠地とする世界最大のコングロマリット企業Ｇ
Ｅの構成企業の医療機器メーカーである。ＧＥがインドに進出したのは、１９０２年にイ
ンド発の火力発電所を設立してからであり、それ以降輸送、エネルギー、ヘルスケアの分
野へ拡大していった(7)。ＧＥのヘルスケア部門は１９６０年代にインド市場で医療機器を
販売し、１９８９年にＩＴ会社の WIPRO グループとの医療機器の合弁会社を設立した。   
ＧＥヘルスケアの２０１０年売上高は３．３億ドル（インドシェア３６％）である。た
だし上記の売上高は、輸入品の売上高（約２億ドル）を除く。主な製品群はＣＴ、ＭＲＩ、
超音波診断装置、Ｘ線撮影装置、核医学診断装置、医療用画像ネットワーク・生体モニタ、
液体クロマトグラフィー装置、生体分子標識検出試薬等である。 
ＧＥヘルスケアのインド市場参入の特徴は三つあり、①競合他社のどこよりも早くイン
ド市場に参入したこと、②世界標準の生産工場の建設に投資を惜しまなかったこと、③現
地メーカーとの戦略的提携と戦略的買収を通じて現地ネットワークの強化とリバースイノ
ベーションを展開したことである。 
インド市場では、『インド国内では、インドのために』をモットーに、世界標準の最低水
準の品質を持ちつつも極めて安い価格を求める顧客ニーズに対応して、可能な限り高機能
を削ぎ取った。また現地の安い原材料と低賃金労働者を使い費用を大幅に削減し、低価格
製品を現地生産し、それを他の新興国に普及させた。さらにインドのセミ都市と農村部に
販売ルート網とメンテナンスサービスの強化を図るため、現地の診断用医療機器メーカー
の戦略的買収を行った。 
ＧＥヘルスケアはリバースイノベーションの手法を用いて、新興国の市場開拓をしてい
る。この手法は、インド市場を他の新興国の実験場として位置づけ、インド市場に受け入
れられる低価格製品をインドで開発して、他国に展開することにより全体として開発コス
トを引き下げる手法である。リバースイノベーションが成立する要因は、インドの人口増
加が著しくインドの医療機器市場が巨大市場になっていることであり、他の新興国と共通
する顧客ニーズを満たす医療機器を開発することである。またインドで開発される低価格
製品は、他の新興国だけでなく、先進国において高額な医療機器購入の予算確保ができな
い開業医層をターゲットにしている。そのためＧＥヘルスケアは、インドに分散していた
経営資源をバンガロールに集中させて、研究拠点「John F. Welch 技術センター」を設立
した。 
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第三項 フィリップス・エレクトロニクス 
フィリップス・エレクトロニクスは、オランダを本拠地とする世界最大のコングロマリ
ット企業フィリップスの構成企業である。フィリップスがインドに進出したのは、１９３
０年に輸入ランプを販売開始してからであり、それ以降ライフスタイル、ヘルスケアの分
野に拡大していった(7)。フィリップスのヘルスケア部門は１９９８年に ATLUltrasound を
買収し、２００４年に一つの事業部門にヘルスケア事業部を抱えるフィリップス・エレク
トロニクスを設立した。 
フィリップス・エレクトロニクスの２０１０年売上高は１億ドル（インドシェア１１％）
である。主な製品群は一般Ｘ線装置、ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ装置、超音波装置、ＡＥＤ除
細動器、生体情報モニタ、ヘルスケアＩＴ等である。 
フィリップス・エレクトロニクスのインド市場参入の特徴は三つあり、①インド市場参
入当初から企業買収による市場浸透戦略を採用したこと、②企業買収により取得した生産
設備の増強に投資を惜しまなかったこと、③購入時の医療機器に対して小額の前払い金を
支払い残金は収益分配に基づいて回収する『利用課金モデル』を採用したことである。 
企業買収した主要な医療機器メーカーは、Alpha X-Ray Technologies India Private 
Limited（アルファ・エックスレイ・テクノロジーズ）、Meditronics（メドトロニクス）
である。Alpha X-Ray Technologies India Private Limited は、ムンバイに拠点を置く血管
造影Ｘ線診断装置に強みを持つ医療機器メーカーであり、Meditronics は、放射線装置に
強みを持つ医療機器メーカーである。上記２社の企業買収により、フィリップス・エレク
トロニクスの医療製品を取り扱う市場が３００都市になり、販売店が１２５社に増えた。 
インド市場の製品戦略は、２００８年～２００９年に低価格Ｘ線診断装置メーカーを買
収後に、技術ブランド重視から人重視へと変えた。現在では、予防・検診から診断・治療、
回復・医療調査までの病院と家庭でのヘルスケアサイクルにおいて人を重視することで、
医療機器を簡単なものにすることを目指している。 
フィリップス・ヘルスケアは企業買収を通じて革新的な技術を取得して、新興国におけ
る低価格製品を開発しており、インドをグローバル医療機器の生産ハブにする努力を続け
ている。革新的な新技術を開発するために、ノイダとバンガロールに研究開発拠点を設置
した。 
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第四項 シーメンス・ヘルスケア 
シーメンス・ヘルスケアは、ドイツを本拠地とするコングロマリット企業シーメンスの
構成企業の医療機器メーカーである。シーメンスがインドに進出したのは、１９２２年に
事務所を設立してからであり、それ以降ヘルスケア、エネルギー、産業の３部門に拡大し
てきた(7)。 
シーメンス・ヘルスケアの２０１０年売上高は２億ドル（インドシェア２２％）である。
主な製品群は血管撮影装置、ＣＴ、ＭＲＩ、分子イメージング装置、体外式衝撃波結石破
砕装置、放射線治療システム、放射線医療情報システム等である。 
シーメンス・ヘルスケアのインド市場参入の特徴は三つあり、①革新的な医療機器を迅
速に提供するため組織体制の変更による合理化、②現地医療機関との戦略的提携により農
村部の新規市場開拓を重視すること、③調達／製造／サービスに至るバリューチェーン活
動を現地に任せていることである。 
２０１１年に、グローバル展開しているシーメンスの構成企業の中でインドのシーメン
ス・ヘルスケアだけが、子会社であった SHDL(Siemens Healthcare Diagnostics Ltd）を統
合した。SHDL は世界中に３０拠点以上をもつ診断機器製造会社であり、SHDL の扱う医
療製品を中心にインド市場へ普及させていく狙いがある。 
シーメンス・ヘルスケアの世界戦略である『SMART 戦略』では、第１段階にインド、
第２段階にロシアと南アフリカ、第３段階にブラジル、第４段階には UAE と段階に応じ
て新興国を位置付けており、第１段階から第３段階までを『新興国市場』、第３段階から第
４段階を『開発された市場』と位置づけている。SMART 製品群は、「エントリレベル」、
「ミドルレンジ」、「ハイエンド」で分けられており、新興国市場では機能よりも価格を重
視する「エントリレベル」の製品を重点的に販売している。 
SMART 製品は新興国向けの製品だが、ＣＴやＭＲＩなどの高度医療機器は主に中国で
製造されている。インドに比べて中国のほうが部品メーカーの数が多く、製造拠点として
は中国が最適だからである。シーメンス・ヘルスケアは『One Siemens』を強調しており、 
SMART 製品戦略を進める役割分担として、研究開発はアメリカ、設計／製造は中国、新
興国ニーズの把握はインドと分担している。 
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第二節 市場戦略の事例 
第一項 コスト戦略  
海外医療機器メーカーはインド市場で効果的に事業展開を行うにあたり、事業提携、サ
ービス化、非市場戦略あるいはリバースイノベーションを含む総合的な市場商品戦略を実
施している。本節ではベンチマークメーカー３社の市場戦略を定性分析する。本項では、
インド市場が要望する『世界標準の最低水準を満たす低価格の製品』を開発するためのコ
スト戦略について延べる。 
 医療機器メーカーの開発コストと品質の関係は、図１７に示すように、開発コストが上
がるにつれて製品品質は良くなるが、一定の水準を満たすと技術的制約のため追加開発コ
ストを上げても製品品質は上がらなくなる。今までベンチマークメーカーは、先進国の医
療機器市場向けに製品開発を続けることにより、最先端技術の水準を目指してきた。しか
しインド市場の要望を満たすためにコスト戦略を変更して、製品品質を世界標準の最低水
準に下げることにより開発コストを下げて、低価格の製品を開発した。現在ではベンチマ
ークメーカーは、品質よりも価格を重視して、インド市場向けに製品開発している。例え
ばＧＥヘルスケアでは低価格の製品を開発するにあたり、まず仕事の流れを確認し、つぎ
に環境上の制約等を把握し、収益性の問題を考察し、製品価格を決定してから、それに従
って新製品の設計を行っている(7)。 
 
図１７ インドにおけるベンチマークメーカーのコスト戦略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成  
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第二項 メンテナンスサービス体制 
新興国の医療機関からのニーズでは、医療製品の価格とともに、メンテナンスサービス
体制の比重が高い。なぜならば医療機器が故障した場合に、検査・手術が一旦中止になり、
医療機関からの患者離れが発生するからである。本項では、ベンチマークメーカー３社の
市場戦略の事例として、メンテナンスサービス体制を説明する。 
メンテナンス業務は主に３点あり、日常点検、定期保守点検、修理である。日常点検は、
医療従事者が医療機器を使用する時に実施する消耗品・清掃・消毒滅菌作業である。定期
保守点検は、医療機器が正しく動作していることを定期的に点検する作業であり、点検作
業者は点検技術を有するサービスエンジニアあるいは医療従事者である。修理は、医療機
器の故障・破損・劣化等の箇所を本来の状態に復帰させる作業である(21)。 
医療器機器メーカーがメンテナンスサービスを強化する方法としては、軽修理や定期保
守点検の技術を有するサービスエンジニアの増員、修理代替品の早期手配、故障予防法に
ついての医療従事者の教育、あるいは軽修理や定期保守点検の技術についての販売店スタ
ッフの教育等がある。 
 平成２９年に経済産業省が実施した新興国の医療機関へのインタビューでは、日系メー
カーのメンテナンスサービスについて厳しい意見が多かった(22)。海外医療機器メーカーに
比べて日系メーカーは、本国承認が必要な場合の対応時間が長く修理作業の対応が遅いこ
と、あるいは部品在庫が枯渇している場合が多く補修部品を海外から取り寄せる対応時間
が長い等の問題がある。解決策としては、インド国内で生産される部品を使用した製品開
発、あるいは広大な面積のインド国内を網羅するために現地拠点の増設等がある。 
ベンチマークメーカー３社は、図１８に示すように、新興国にも積極的に現地拠点を設
置しており、強力なメンテナンスサービスで自社製品による検査や手術の定着に取り組ん
でいる。インドの拠点数は、ＧＥヘルスケア１３拠点、フィリップス・エレクトロニクス
１１拠点、シーメンス・ヘルスケア２７拠点である。インドでは図１９に示すように、都
市人口が４００万人以上の Tier1 都市圏、都市人口が１００万人以上４００万人未満の
Tier2 都市圏が各地に分散している。医療機器メーカーがメンテナンスサービスを強化する
ためには、複数州に現地拠点を設置する必要がある。そのため他の新興国に比べて、イン
ドにはベンチマークメーカー３社の拠点数が多い。なおインドの医療機関では、医療製品
の選定にあたって、医療機器メーカーのインド拠点数が、製品購入の最終的な判断基準に
なっている。 
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図１８ 新興国における医療機器メーカーの現地拠点数 
（出所）参考文献(21)より抜粋 
 
図１９ インドにおける大都市の分布 
 
（出所）参考文献(15)より抜粋 
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第三節 非市場戦略の事例 
第一項 現地医療機関との技術提携 
主要な海外医療機器メーカーはインドの医療機器市場に参入するにあたり、インド政府
と産官連携を締結したり、現地医療機関と戦略的提携をすることで、市場シェアを拡大し
ている。本項では、ベンチマークメーカー３社の非市場戦略の事例として、現地医療機関
との技術提携を説明する。 
 フィリップス・エレクトロニクスは、２０１１年にアポロ病院と臨床試験の戦略的パー
トナーシップ契約を提携した(7)。アポロ病院はインド初の民間総合病院であり、全国に病
院チェーンを展開するインド最大の民間最大チェーンである。臨床試験に関してアポロ病
院がインドにおけるフィリップス・エレクトロニクスの唯一のパートナーであり、フィリ
ップス・エレクトロニクスはアポロ病院の患者レジストリを管理して臨床試験を実施して
いる。 
 またフィリップス・エレクトロニクスは、２００７年にアルテミス衛生研究所と技術契
約を提携し、フィリップス・エレクトロニクスの医療機器の約６０％を提供した(7)。フィ
リップス・エレクトロニクスとアルテミス衛生研究所は協同研究をしており、アルテミス
衛生研究所から科学的データを入手している。 
 シーメンス・ヘルスケアでは、研究開発は米国、設計・製造は中国、新興国ニーズの把
握はインドと分担している。したがってシーメンス・ヘルスケアの高機能製品の技術契約
は、インドよりもアメリカで実施している(7)。例えば、アメリカのシーメンス・メディカ
ル・ソリューションは、アメリカのフェアビュー大学のメディカルセンターと、５年間の
排他的提携契約を締結した。 
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第二項 医療従事者の育成 
本項では、ベンチマークメーカー３社の非市場戦略の事例として、医療従事者の育成を
説明する。表２０に、ＧＥヘルスケアの医療従事者育成を示す。ＧＥヘルスケアは州政府
と産官連携を締結し、高性能な医療機器を導入した診断センターを医科大学に設立した。
今まではインドの公的医療機関には高性能な医療機器が無かったため、患者の病症により
高性能な医療機器が必要な場合には患者は私立病院に通院する必要があった(21)。しかし高
性能な医療機器を導入した診断センターを医科大学に設立することにより、低所得者層に
低価格な高度医療を提供できるとともに、医療従事者の教育効果を期待できる。ＧＥヘル
スケアのメリットは、医療機器のメンテナンス収入が得られるとともに、自社製品の市場
シェアを拡大し、医科大学で自社製品に使い慣れた医療従事者の増加に伴う自社製品の選
定・導入確率の向上等がある。 
 シーメンス・ヘルスケアは、高性能な医療機器を搭載したモバイルバスを、デリー近郊
のグルガオンに創設されたマデンタ・メディシティに提供した(7)。マデンタ・メディシテ
ィは心臓外科とがん手術を強みとする病院であり、ＧＥヘルスケアとは医療技術、医療診
断、臨床試験でデジタル病院輸出覚書を締結しており、複数の海外医療機器メーカーと戦
略的提携をしている。シーメンス提供のモバイルバスは農村部を走らせながら、距離的な
制約のため都市部まで移動することができない患者に医療サービスを提供している。シー
メンス・ヘルスケアのメリットは、自社製品に使い慣れた医療従事者の育成である。 
表２０ ＧＥヘルスケアの医療従事者育成 
（出所）参考文献(21)より抜粋 
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第５章 インド市場への参入戦略（データ分析） 
第一節 インド市場の特徴を踏まえた仮説 
前章まで、主要な海外医療機器メーカー３社をベンチマークメーカーとして、市場戦略
と非市場戦略の定性分析を行った。その結果、これらのベンチマークメーカーでは現地医
療機関との提携による売り上げの安定化や、強力なメンテナンスサービスで自社製品によ
る検査や手術の定着など、事業提携やサービス化などを駆使した戦略的な取り組みを通し
て収益力を確保していることが明らかになった。 
本章では、ベンチマークメーカーの高い市場占有率の要因を明確にするために、市場戦
略と非市場戦略のデータ分析を行った。まずインド市場でシェアを獲得する要因について、
市場戦略の要因として仮説１～仮説３をたてて、非市場戦略の要因として仮説４をたてた。 
仮説１：インドでは医科大学を卒業する医師数は毎年３万人おり、インドの医療機器市場
からの要望が多岐にわたるため、インドの従業員数が売上に影響するか？ 
仮説２：インドでは広大な国土において網羅的にメンテナンスサービス体制を構築する 
必要があり、インドへの参入時期が早いことが売上に影響するか？ 
仮説３：ベンチマークメーカーの主力製品について、新興国向けに開発された医療機器は 
先進国向けに輸出されているか？ 
仮説４：ベンチマークメーカーはインド政府と産官連携を締結することにより、インド政 
府が制定する医療機器制度の対象品目から海外医療機器メーカーの主力製品を外 
して、自社製品の輸入／輸出／製造／販売の自由度を高めているか？ 
これらの仮説の真偽を明らかにするため、インドの医療機器市場における主要な海外医療
機器メーカーの会社情報や財務情報を用いてデータ分析を行った。 
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企業名
本体の
本拠地
売上高
インド
参入時期
インド
販売期間
従業員数
（単体）
業種
Wipro GE Healthcare Pvt アメリカ 563 1990年 27 500名
医療用電子機器
医療用機器販売
PHILIPS INDIA オランダ 1,016 1930年 87 500名
照明器具
産業用ランプ・光源
医療用電子機器
Siemens ドイツ 1,598 1957年 60
9580名
(連結)
重電（電力設備）
コイル・トランス
医療用電子機器
IST スイス 14 1976年 41 239名
エンジン部品
（噴射・冷却装置等）
医療用器具
TERUMO PENPOL PRIVATE 日本 36 1985年 32 822名 医療用器具
NIPRO INDIA CORPORATION
PRIVATE
日本 44 2010年 7 200名 医療用器具
OMRON AUTOMATION
PRIVATE
日本 28 2006年 11 295名 電子機器
OLYMPUS MEDICAL SYSTEMS
INDIA PRIVATE
日本 32 2009年 8 240名 医療用電子機器
第二節 市場戦略の要因 
本節では、ベンチマークメーカー３社の市場戦略として、仮説１～仮説３を検証する。 
主要な海外医療機器メーカーは、医療分野だけでなく他分野の製品も取り扱っている。
第２章と第４章では、海外医療機器メーカーの医療分野のみに限定した売上高に着目して
議論をしてきた。しかし各社が公表している財務諸表では、分野別に区分されていない情
報が多く、海外医療機器メーカーを同じ条件でデータ分析をするため、本章では分野別に
区分していない売上高を使用する。表２１に、主要な海外の医療機器メーカーの企業情報
を示す。ベンチマークメーカーの売上高は５６０百万ドル以上、他の医療機器メーカーは
４５百万ドル以下であり、売上高には１０倍以上の差がある。 
 
表２１ 主要な海外の医療機器メーカーの企業情報（売上高単位：百万ドル） 
 
 
（出所）各社の財務諸表を基に筆者作成 
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まず海外医療機器メーカーのインド参入時期と従業員数が売上高に与える影響を調べる 
ことで、第一節記載の仮説１と仮説２を説明する。 
仮説１について、表２１に示すように、売上高が高いベンチマークメーカーは２７年以
上前からインドで製品販売をしており、日系メーカーのオリンパス、ニプロ、オムロンは
１０年程度しかインドで販売活動を行っていない。しかし海外医療機器メーカーＩＳＴと
日系メーカーのテルモは３２年以上前からインドで製品販売をしているにもかかわらず、
売上高はベンチマークメーカーと１０倍以上の差があるため、インド参入時期は売上高向
上の決定的な要因とは考えにくい。 
仮説２について、シーメンスは連結の従業員数しか公開していないため他の海外医療機
器メーカーと比較することはできないが、残りのベンチマークメーカー２社の従業員数は
５００名である。他の医療機器メーカーも２００名以上９００名以下の範囲に収まってお
り、従業員数は売上高向上の決定的な要因とは考えにくい。 
 
つぎにベンチマークメーカー３社がインドで製造している主要製品ＭＲＩとＣＴに焦点
を当てて、インドからの輸出額推移ならびに輸出相手国を調べることにより、第一項記載
の仮説３を検証する。 
仮説３の輸出額推移について、図２２に示すように、ＭＲＩとＣＴの輸出額は２０１１
年に一時的に増加した後、２０１２年～２０１４年に輸出額は下がり、２０１４年以降は
増加し続けている。しかし直近１０年間の長期間で分析すると、２０１１年は一時的な輸
出額増加があったものの、１０年間では輸出額は増え続けている傾向がある。ＭＲＩとＣ
Ｔの輸出額に１０倍程度の差がある原因について、インドに比べて中国のほうが部品メー
カーの数が多く、製造拠点としては中国が有利だからである。 
仮説３の輸出相手国について、図２３に示すように、ＭＲＩの輸出相手国は中国が１４．
５百万ドルでトップであり、以下アメリカ、シンガポールと続くのに対して、ＣＴの輸出
相手国はシンガポールが１．３百万ドルでトップであり、以下ドイツ、アメリカと続く。
ＭＲＩとＣＴは、新興国向けに開発された高度医療機器は、先進国向けに輸出されている
（図２２黄色表示）。しかしインドから中国へＭＲＩは輸出されるが、ＣＴは輸出されてい
ない（図２２青色表示）。ベンチマークメーカー３社が、インドの市場占有率７０％を占め
ること、ならびにＭＲＩとＣＴは主力製品であることを鑑みると、リバースイノベーショ
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ンの製造国としてＭＲＩはインドを選択肢し、ＣＴは中国を選択している傾向が、図２２
と図２３から明らかになった。 
以上の結果より、ベンチマークメーカー３社の主力製品ＭＲＩについて、インドにて新
興国向けに開発された医療製品は先進国向けに輸出されており、リバースイノベーション
が実際に活用されていた。 
 
図２２ インドからの輸出額推移（単位：百万ドル） 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成 
 
図２３ ２０１６年時点のインドからの輸出相手国と輸出額（単位：百万ドル） 
 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成  
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第三節 非市場戦略の要因 
本節ではインドの医療機器制度の対象品目が売上高に与える影響を調べることにより、
第一節記載の仮説４を検証する。 
主要な医療機器メーカーの売上高は、表２４に示すように、ベンチマークメーカー３社
の売上高が５５０百万ドル以上であるのに加えて、インドの医療機器メーカーの Bombay 
Burmah Trading Corporation が売上高１３２１百万ドルである。その他の医療機器メーカ
ーの売上高は６５百万ドル以下あり、高い売上高のベンチマークメーカーとは８倍以上の
差がある。なお Bombay Burmah Trading Corporation の事業セグメントは、食品と日用製
品９６％、その他４％であり、歯科用製品の売上げは５３百万ドル程度と推測できる。 
 仮説４について、主要製品と医療機器制度の対象品目を照合し、主要製品の該当有無と
売上の相関関係を調べた（表２４黄色表示）。まずベンチマークメーカーの主力医療製品
は医療機器制度の対象品目に該当していない。つぎに海外医療機器メーカーの主力医療製
品では、ＩＳＴの歯科用インプラント、ニプロとテルモのカテーテルが対象品目に該当し、
他の海外医療機器メーカーの主力医療製品は該当しないが、海外医療機器メーカーの売上
高に差がない。 
一方、インドの国内医療機器メーカーの主力医療製品は、Invicta Meditek の歯科用イン
プラント、Bombay Burmah Trading Corporation の歯科用製品、Albert David の注射器、
Poly Medicure のカニューレが対象品目に該当し、他の国内医療機器メーカーの主力医療
製品は該当しない。今回対象とした国内医療機器メーカー９社においては、主要製品が医
療機器制度の対象品目に該当する国内医療機器メーカーは、該当しない国内医療機器メー
カーに比べて売上高が高い傾向がある（表２４青字）。したがってインドの医療機器制度
が海外製品に輸入制限を加えていることにより、逆に国内製品が普及し、国内医療機器メ
ーカーの売上が高くなっていることは明らかである。 
インドの医療機器市場ではベンチマークメーカー３社の市場占有率が７０％であり、イ
ンドの医療機器制度の対象品目から主力製品が外れている。逆に、残りの市場占有率３０％
のうち、インドの国内医療機器メーカーの主力製品が医療機器制度の対象品目に該当した
場合は、売上高が相対的に高い。以上の結果より、インドの医療機器制度の対象品目は海
外医療機器メーカーとインドの国内医療機器メーカーの売上に影響していると結論づけら
れる。そしてベンチマークメーカー３社の主要製品はＭＲＩであり、非市場戦略を通して
インドの医療機器制度の対象製品から主要製品を外していることが判明した。  
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企業名
本体の
本拠地
売上高 業種 主力医療製品
医療機器制度
の対象品目
Wipro GE Healthcare Pvt アメリカ 563
医療用電子機器
医療用機器販売
MRI ×：非該当
PHILIPS INDIA オランダ 1,016
照明器具
産業用ランプ・光源
医療用電子機器
MRI ×：非該当
Siemens ドイツ 1,598
重電（電力設備）
コイル・トランス
医療用電子機器
MRI ×：非該当
IST スイス 14
エンジン部品
（噴射・冷却装置等）
医療用器具
歯科用インプラント ○：該当
TERUMO PENPOL PRIVATE 日本 36 医療用器具 カテーテル ○：該当
NIPRO INDIA CORPORATION
PRIVATE
日本 44 医療用器具 カテーテル ○：該当
OMRON AUTOMATION
PRIVATE
日本 28 電子機器 血圧計 ×：非該当
OLYMPUS MEDICAL SYSTEMS
INDIA PRIVATE
日本 32 医療用電子機器 内視鏡 ×：非該当
0
Bombay Burmah Trading
Corporation
インド
1,321
(医療53)
農場運営・支援
自動車用電装品
医療用器具
歯科用製品 ○：該当
Poly Medicure インド 63 医療用器具 カニューレ ○：該当
Albert David インド 43
医療用医薬品
医療用器具
注射器 ○：該当
Invicta Meditek インド - 医療用器具 歯科用インプラント ○：該当
Opto Circuits (India) インド 30 医療用電子機器 心臓監視装置 ×：非該当
Trivitron Healthcare
Pvt
インド 22 医療用電子機器 X線撮影装置 ×：非該当
J MITRA AND CO PRIVATE インド 17
検査薬・試薬
医療用器具
血液分析装置 ×：非該当
Choksi Imaging インド 4
医療用電子機器
医療用機器販売
X線撮影装置 ×：非該当
Shree Pacetronix インド 1 医療用器具 心臓ペースメーカー ×：非該当
表２４ 主要な海外医療機器メーカーの主要製品と医療機器制度の対象品目の該当有無 
※売上高の単位：百万ドル 
（出所）各社の HPを基に筆者作成 
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第四節 日本市場へのリバースイノベーション 
本節では、ベンチマークメーカー３社の主要な医療製品について、日本への輸入額を調
べることでインドでのリバースイノベーションの効果をデータ分析する。 
図２５に、ＭＲＩとＣＴの日本への輸入額推移を示す。ＭＲＩの輸入額は２０１２年ま
では若干増えていたが、２０１２年以降は横ばいである。ＣＴの輸入額は直近１０年間で
増えていない。ＭＲＩの輸入額が増えなくなった原因は、ベンチマークメーカー３社が、
日本での市場戦略を変更したからである。今まではＭＲＩなどの高品質な医療機器の単品
提供だったが、近年、複数の医療機器を結びつけるＩＴによってトータルソリューション
提供へ方針転換した。 
図２６に、２０１６年時点でのＭＲＩとＣＴでの輸入相手国を示す。ＭＲＩの輸入相手
国は、アメリカが１６６百万ドルでトップであり、以下中国、ドイツと続くのに対して、
ＣＴの輸出相手国はドイツが７４百万ドルでトップであり、以下アメリカ、中国と続く。
ＭＲＩ、ＣＴの輸入相手国は、先進国が上位を占める傾向がある。インドで開発される新
興国向け製品の品質は世界標準の最低水準であり、日本市場の最低水準をクリアすること
ができないため、最先端技術を搭載した医療機器を開発している先進国からの輸入が多く
なっている。 
以上のデータ分析より、高度医療機器に高い品質が求められる日本市場では、インドで
のリバースイノベーションは活用できないことが判明した。 
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輸入額
順位
1 アメリカ 166 ドイツ 74
2 中国 83 アメリカ 59
3 ドイツ 70 中国 24
4 オランダ 54 イスラエル 8
5 イギリス 6 韓国 4
磁気共鳴画像診断装置
（ＭＲＩ）
コンピュータ断層撮影装置
（ＣＴ）
図２５ 日本の輸入額推移（単位：百万ドル） 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成 
 
 
図２６ 日本の輸入相手国（単位：百万ドル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）ジェトロ管理のデータより筆者作成 
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第五節 仮説の結論 
 本章では、インド市場の特徴を踏まえて下記の仮説をたてて、ベンチマークメーカー３
社の高い市場占有率の要因を明確にするために、市場戦略と非市場戦略のデータ分析を行
った。 
仮説１：インドでは医科大学を卒業する医師数は毎年３万人おり、インドの医療機器市場
からの要望が多岐にわたるため、インドの従業員数が売上に影響するか？ 
仮説２：インドでは広大な国土において網羅的にメンテナンスサービス体制を構築する 
必要があり、インドへの参入時期が早いことが売上に影響するか？ 
仮説３：ベンチマークメーカーの主力製品について、新興国向けに開発された医療機器は 
先進国向けに輸出されているか？ 
仮説４：ベンチマークメーカーはインド政府と産官連携を締結することにより、インド政 
府が制定する医療機器制度の対象品目から海外医療機器メーカーの主力製品を外 
して、自社製品の輸入／輸出／製造／販売の自由度を高めているか？ 
データ分析をした結果、仮説１と仮説２は棄却されて、仮説３と仮説４は採択された。本
結果は、ベンチマークメーカー３社が、市場戦略を通して新興国向けに開発された高度医
療機器の一部は先進国向けに輸出するなどリバースイノベーションを実際に活用している
とともに、非市場戦略を通してインドの医療機器制度の対象品目から自社の主力製品を外
すことにより規制回避をしていることを裏付けている。 
  
49 
 
 
第６章 まとめ 
第一節 結論 
本論文の関心は、インドの医療機器市場において一般的な日本製医療機器は現地の医療
従事者にほとんど知られていないが、ベンチマークメーカーは高い市場占有率を誇るため、
ベンチマークメーカーと日系メーカーとの間に戦略や経営上の格差がある要因を明確にす
ることだった。そこで本研究では下記のリサーチクエスション（ＲＱ）を設定した。 
ＲＱ１：先進国と新興国の医療機器市場に、どのような違いがあるか？ 
ＲＱ２：先進国と新興国の医療機器市場では、市場戦略と非市場戦略の成功要因に、どの 
ような違いがあるのか？ 
ＲＱ３：新興国において医療機器の市場占有率を高くするために、先進国の海外医療機器
メーカーはどのようにビジネスモデルを変換しているか？ 
 
第５章までの議論で、リサーチクエスションに対して下記の結論が導けた。 
結論１：日本市場では、国民総人口は減少し続けているが世界に先駆けて高齢化社会を迎 
えており、医療機器市場の規模は世界２位である。日本国内の医療従事者の要求 
に合わせて改良を繰り返した結果、最先端技術を搭載した高価格の医療機器が普 
及し、同時に医療機器制度の規制が厳しくなった。 
インド市場では、国民総人口は増え続けているが医療従者者の人数が追いついて 
いないため、医療機器市場は発展途上である。国民一人当たりの医療費支出が少 
ない等の経済的問題があり、市場ニーズとして世界標準の最低水準を有する低価 
格の医療機器が要望されている。医療機器制度では、医療機器の定義がいまだ確 
立されていない。 
結論２：日本市場での市場戦略の成功要因として、医療機器メーカーは最先端技術をアピ 
ールポイントにしており、医療製品の多機能化が成功要因である。非市場戦略の 
成功要因として、医療機器制度の規制が厳しいため顕著な成功要因が見当たらな 
い。 
インド市場での市場戦略の成功要因として、市場ニーズとして世界標準の最低水 
準を有する低価格の医療機器が要望されており、医療製品の低価格化が成功要因 
である。非市場戦略の成功要因としては、医療機器制度が未発達のためインド政 
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府との産官連携締結あるいは現地医療機関との戦略的提携をすることで、インド 
の医療機器市場におけるポジションを確立することが成功要因である。 
日本市場では市場戦略を重視するのに対して、インド市場では非市場戦略を重視 
する。 
結論３： ベンチマークメーカーは、非市場戦略を通してインドの医療機器制度の対象品目 
から自社の主力製品を外すことによる規制回避や、市場戦略を通して新興国向け 
に開発された高度医療機器の一部は先進国向けに輸出するなどリバースイノベー 
ションの活用などのビジネスモデルに変換している。 
 
以上の結論より、海外医療機器メーカーが新興国で効果的に事業展開を行うためには、
事業提携、サービス化、非市場戦略あるいはリバースイノベーションを含む総合的な市場
商品戦略を実施することが必要であることが判明した。  
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第二節 日系メーカーへの提言 
今まで日系メーカーは日本市場を中心に製品市場戦略を構築してきたが、日本の総人口
は２０１０年の１２８百万人をピークに減少し続けていることを鑑みると、早急な新興国
市場開拓は必須とも言える。本研究を通して、インド市場において高い市場占有率を獲得
する要因について有用な成果を得ることができた。本節では、日系メーカーのとるべき新
興国市場開拓に対する洞察、示唆を提言として示す。 
 
第一の成果としては、高い市場占有率を誇るベンチマークメーカーは各々、開発拠点と
製造拠点が異なり、インドの医療機器市場での最適なビジネスモデルを模索中であること
を明確にしたことである。 
市場占有率の観点では日系メーカーは新興国市場開拓に出遅れている感がある。しかし
インド市場への参入戦略についての定性分析とデータ分析で明らかになったことは、高い
市場占有率を誇るベンチマークメーカー（非日系メーカー）の主力製品は、幸運にも、日
系メーカーの主力製品とは重ならないため、日系メーカーは利益成長という企業の経済的
使命を達成する余地がある。 
 
第二の成果としては、高い市場占有率を誇るベンチマークメーカーはリバースイノベー
ション等の市場商品戦略を活用することにより、高機能の商品を新興国向けに劇的に低コ
スト化を成功させていることを明確にしたことである。ベンチマークメーカーは、インド
市場だけでなく世界市場でも高い市場占有率を確保しているからこそ、スケールメリット
の市場商品戦略を可能にしたのであり、日系メーカーは同じ市場商品戦略を取ることはで
きない。 
海外医療機器メーカーと比較して日系メーカーの優位点は、品質が重視される日本市場
において様々な顧客ニーズを満たすために、当時の最先端技術を駆使して蓄積されてきた
製品技術である。既に日本市場において販売終了あるいは修理満了した医療製品の中には、
現時点での世界標準の最低水準を上回る医療製品が多く存在している。販売終了後あるい
は修理満了後の製品をベースに、価格重視の製品へ段階的に改良しながら開発することで、
開発スピードを上げることができる。 
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第三の成果としては、高い市場占有率を誇るベンチマークメーカーは、インドの現地医
療機関ではメンテナンスサービス体制が製品購入の最終的な判断基準になっているため、
インドの拠点数を増やして、自社製品による検査や手術の定着に取り組んでいることを明
確にしたことである。 
日系メーカーは現状、エリア拡大よりも重要施設の囲い込みを重視しているが、人口が
多い大都市が各地に分散しているインドでは、高い市場占有率を確保することが難しい。
広大なインドの複数州でメンテナンスサービス体制を構築する必要があるが、メンテナン
スサービス体制の構築に時間がかかるため、現地の医療機器メーカーとのＭ＆Ａを活用す
ることを提言する。 
 
 第四の成果としては、インド市場で高い市場占有率を確保するためには、インド政府と
の非市場戦略を実施する必要性を明確にしたことである。インドの医療機器制度の対象品
目から主要製品を外していることで、インドの国内医療機器メーカーと同じ条件で製造／
販売することができるため、高い市場占有率を確保できる。２０１８年１月より新しい医
療機器制度が施行されているが、まだ運用方法あるいは医療機器個別の対応方法は明確に
されていない。 
 日系メーカーは日本政府主導の国家プロジェクトに参画することで、自社に有利な運用
方法をインド政府に働きかけることを提言する。例えば、各国の製品品質の水準によりイ
ンドへの輸入手続きを変えることをインド政府が承認すれば、最先端技術を追求してきた
日系メーカーは高い市場占有率を確保しやすい。 
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第三節 市場戦略と非市場戦略の残課題 
 前節まで、インドにおける海外医療機器メーカーのビジネスモデルの変換を説明してき
たが、本論文の最終節にて、本研究で十分に調査しきれなかった残課題を説明する。 
市場戦略において明確にすべき残課題として、製品不良率ならびに製品供給のスピード
が市場占有率に与える影響について十分に検討できなかった。製品不良率について、販売
後に製品不良が多発するとリコール対象となるだけでなく、人間の健康に悪影響を与える
可能性があるため、ベンチマークメーカーの製品不良率を分析する課題が残った。製品供
給のスピードについて、人口増加が著しく巨大市場となっているインドにて日系メーカー
が高い市場占有率を獲得したあと、製品供給不能になる可能性があり、ベンチマークメー
カーの製品供給のスピードを分析する課題が残った。 
非市場戦略において明確にすべき残課題として、医療業界の技術標準化への関与、現地
医療学会への影響度合い、知的所有権の獲得について十分に検討できなかった。医療業界
の技術標準化への関与について、医療分野以外の分野では自社に得意な技術を業界標準に
した場合に莫大な利益をもたらしており、ベンチマークメーカー３社の技術標準化を分析
する課題が残った。また現地医療学会への影響度合いについて、医療分野以外の分野では
自社に得意な技術を業界の技術トレンドにすることにより製品品質の優位性を確保してお
り、ベンチマークメーカーの『現地医療学会への影響度合い』を分析する課題が残った。
さらに知的所有権の獲得について、近年、知的所有権の侵害で莫大な損害賠償金を支払っ
ているケースが多く発生しており、ベンチマークメーカーの『知的所有権の獲得』を分析
する課題が残った。 
上記の残課題から分かるように、インド市場への参入戦略では、市場戦略と非市場戦略
のバランスがとれた総合的な市場商品戦略を実施することが必要である。今後の研究で、
上記の残課題を追加研究することでインド市場への参入戦略を明確にした後、インド以外
の新興国にも水平展開することにより、新興国の医療水準が上がることを願ってやまない。 
 
世界中のすべての人は平等に、適切な医療を受ける権利を持っている。 
 
新興国のすべての人が適切な医療を受けられるため、優れた医療機器を届ける方法はある。 
 
本論文が、新興国における先進医療の普及の一助になることを切に願う。  
54 
 
謝辞 
 早稲田大学大学院経営管理研究科に入学したきっかけは、新興国に日本製医療機器を普
及させて、日本と同じ水準の医療を提供したいとの想いからだった。私は２０代～３０代
前半、会社の長期休暇の都度、犯罪率の高い都市の貧民街（例：ヨハネスブルクのソウェ
ト、ナイロビのキベラ等）へバックパッカー旅行をしていた。当初は独身時代にしか行け
ない場所へ興味を示しているだけだったが、ホームステイや病院訪問の経験を通して、貧
困層の生活環境や医療機器不足を目の当たりにし、潜在的に私の想いが熟成されていった。 
 指導教官・平野正雄先生には、私の想いを考えて、卒業論文のテーマを選んでいただき、
ありがとうございました。平野ゼミＯＧ・中川朋美さん、今村ゼミＯＧ・藪中愛子さんに
は社会人として多忙の中、卒業論文の相談にのっていただき、ありがとうございました。 
 直近２年間、会社の就業時間以降に通学するため、就業時間終了のチャイムが鳴ると同
時に退社することを認めてくれた上司に感謝します。また大企業に在籍しながらも社会人
大学に通うことで自己研鑽する姿に敬意を表してくれた同僚に感謝します。 
 平野ゼミで過ごした２年間は、私には刺激的で濃密だった。入学前からゼミ生の能力の
高さは予想していたが、特に驚いたのがゼミ生の人間性だった。私の社会人人生の中で、
能力と人間性の両方の要素を、高いレベルで兼ね備えている人間はほとんどいなかった。
平野正雄先生を尊敬しているのは当然のこと、尊敬に値するゼミ生と同じ時間を過ごせた
ことは私にとって貴重な経験であり、お互いに切磋琢磨することで私の人間性を高めてく
れたゼミ生に感謝します。 
現時点の私の社会人としての使命は、新興国に日本製医療機器を普及させて日本と同じ
水準の医療を提供することである。私は在学中に４０代を迎え、使命を明確にする年齢が
遅すぎた感があるが、幸運にも日本では定年の年齢が上がる見込みである。早稲田大学大
学院は私の使命を明確にして、オリンパスは私の使命を実現するためにキャリアチェンジ
のチャンスを与えてくれた。早稲田大学大学院卒業は通過点のため、これからも自己研鑽
を続けるとともに、周囲への感謝を忘れずに自分自身を律して精進していこうと思います。 
２年間の学生生活、ありがとうございました。 
２０１８年１月１３日 
早稲田大学大学院経営管理研究科 
修士課程 ２年 
小倉健太郎 
55 
 
参考文献 
1 経済産業省の HP『経済産業省における医療機器産業政策』(2017 年 2 月) 
2 財務省貿易統計の HP『輸出統計品目表』(2018 年 1 月) 
3 桜内政大（2013）『世界の医療機器市場 成長分野での海外展開を目指せ』日本貿易振興機構 
4 『ロシアの医療機器市場と規制』日本貿易振興機構（2012 年 3 月） 
5 真野俊樹（2016）『アジアの医療提供体制』日本医学出版 
6 福岡藤乃『多国籍保険会社のインドＢＯＰ向け医療保険のビジネスモデル』早稲田大学大学院
専門職学位論文(2012 年 3 月) 
7 『新興国（特にインド）における医療機器システムの展開可能性及び海外主要医療機器メーカー 
の海外展開戦略の調査』株式会社アイ・ビー・ティ（2012 年 2 月） 
8 『インドの医療機器市場と規制』日本貿易振興機構（2012 年 3 月） 
9 名倉『第 2 回 日本－インド医療製品規制シンポジウム報告』医機連ジャーナル第 98 号（2017 
年 SUMMER）pp5–9 
10 『平成２６年度 医療機器・サービス国際化推進事業（海外展開の事業性評価に向けた実証調査 
事業）』日本製医療機器メンテナンス事業コンソーシアム（2015 年 2 月） 
11  田路『「第 1 回日インド医療製品規制に関するシンポジウム」ニューデリーにて開催』JPMA  
NEWS LETTER2016 年 7 月号 No.174  
12 一般社団法人 日本医療機器産業連合会 JFMDA の HP（医療機器について） 
13 医療機器業公正取引協議会の HP 
14  セコムの HP（月水金フラッシュニュース） 
15  松尾（2011）『インドにおける医療市場の拡大にともなう事業戦略』知的資産創造（2011 年 12 
月号）pp22–35 
16 山田（2012）『日本の医療の発展と新興国市場展開への示唆』知的資産創造（2012 年 8 月号） 
pp6-17 
17  青嶋（2012）『新興国 PMI（買収後統合）ASEAN・インドで事業成長するために』知的資産創
造（2012 年 11 月号）pp4–7 
18  土屋純（2017）『インドにおける日系企業の販路開拓とサプライチェーン構築』2017 年度日本
地理学会春季学術大会 
19  Santosh B. Rane（2016）『Analysis of barriers to medical device development in India: an 
interpretive structural modelling approach』Int J Syst Assur Eng Manag (2016) pp356–369 
56 
 
20  『Understanding Barriers to Medical Device Quality』FDA (2011)  
21 『平成２２年度医療サービス国際化推進事業 報告書（アウトバウンド編）』株式会社野村総合 
研究所（2012 年 3 月） 
22  経済産業省の HP『新興国における医療機器のメンテナンス体制の現状について』(2017 年 1 月) 
23  Wipro GE Healthcare Pvt の HP 
24 Siemens の HP 
25  PHILIPS INDIA の HP 
26 IST の HP 
27  OLYMPUS MEDICAL SYSTEMS INDIA PRIVATE の HP 
28 NIPRO INDIA CORPORATION PRIVATE の HP 
29  OMRON AUTOMATION PRIVATE の HP 
30 TERUMO PENPOL PRIVATE の HP 
31  Trivitron Healthcare Pvt の HP 
32 Invicta Meditek の HP 
33  Bombay Burmah Trading Corporation の HP 
34 Shree Pacetronix の HP 
35  J MITRA AND CO PRIVATE の HP 
36 Choksi Imaging の HP 
37  Albert David の HP 
38 Opto Circuits (India)の HP 
39  Poly Medicure の HP 
 
